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平成21年財政検証における経済前提の範囲について  

〔関連資料〕   



〔1．マクロ経済の関係式〕  

長期の経済前提を設定する際に用いるマクロ経済の関係式  

0 20～30年の長期の期間における一国経済の成長の見込み等について推計を行う成長経済学の分   
野において一般的に用いられる「コブ・ダグラス型生産関数（※）」（新古典派経済学の標準的な生産   

関数）を用いる。   

（※）コブ・ダグラス型生産関数とは、GDPの資本と労働に対する分配率が一定という仮定の下で、以下が成り立つ。  

経済成長率（実質GDP成長率）＝ 資本成長率×資本分配率 ＋ 労働成長率×労働分配率  

＋ 全要素生産性（TFP）上昇率  

○ 以下の式を用いることにより、a．全要素生産性上昇率、b／資本分配率、C．資本減耗率、d．総投資率の   
4つのパラメータを設定し、  

ア 単位労働時間あたり実質GDP成長率  

イ 利潤率  

の値を逐年で推計。  

単位労働時間あたり実質GDP成長率 ＝実質GDP成長率一労働成長率  

＝（資本成長率一労働成長率）×資本分配率 ＋ 全要素生産性上昇率  

※「労働分配率－1＝ －資本分配率」であることを用いた。  

資本成長率 ＝ 総投資率 × GDP ÷ 資本ストック ー 資本減耗率  

利潤率 ＝  資本分配率 × GDP ÷ 資本ストック ー 資本減耗率   



〔2．労働投入量について〕‡  

マンアワーベースでみた雇用者数の見通しについて  

〔フローチャート〕  
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年齢階級別人口の見通し  

＜ 2005年 ＞  

15－24  25－34  35－44  45－54  55－64  
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＜ 2030年 ＞  
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出典：「日本の世帯数の将来推計（全国推計）」（平成20年3月推計、国立社会保障・人口問題研究所）  

3   



人口の   

人口減少下において、若者、女性、高齢者など全ての人が意欲と能力に応じて働くことのできる環境が整うことにより、  
現状のまま推移した場合の労働力人口の見通しと比較すると、2017年で約340万人増、2030年で約600万人増加するなど、  
将来的な労働力人口の減少を一定程度抑制。  

総人口（12，776万人）  （12，446万人）  （11，522万人）  
労働力人口（6，657万人）  （6，217万人）争種対策に車ソ（6，556万人）（5，584万人）各種対策により（6，180万人）  

約440万人減 約340万人増   約100万人減 約1．070万人減 約600万人増  約480万人減  

高齢者への就業支援  

→約240万人増  

仕事と家庭の両立支援  30歳～  

59歳  （女性への就業支援）  

→約270万人増  

（うち女性220万人増  

15歳～  

29歳  若者への就業支援  

→約90万人増  

労働市場への参加 労働市場への参加  

が進むケース   が進まないケース  

労働市場への参加  
が進むケース  

労働市場への参加  

が進まないケース  

2030年  2006年  2017生  

し資料出所）総人口については、2006年は総務省統計局「人口推計」、2017年、2030年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（2006年12月推計）による。  

労働力人口については、2006年は総務省統計局「労働力調査」、2017年、2030年はJIJPT「2007年度需給推計研究会」における推計結果をもとに、雇用政策研究会において検討したもの〔   

（注）1「労働市場への参加が進むケース」とは、各種施策を講じることにより、より多くの暑が働くことが可能となったと仮定したケース  

（出典）雇用政策研究会報告書（平成19年12月）  4   



就業率の将来推計（平成20年3月）  

＜男性、2030年＞  

15－19  20－24  25－29  30－34  35－39  40－44  45－49  50－54  55－59  60－64  65－69  

（年齢）  

（出典）労働力需給の推計（2008年3月、独立行政法人労働政策研究・研修機構）   
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就業率の将来推計（平成20年3月）  

＜有配偶女性、2030年＞  

15－19  20－24  25－29  30－34  35－39  40－44  45－49  50－54  55－59  60－64  65－69  

（年齢）  

（出典）労働力需給の推計（2008年3月、独立行政法人労働政策研究・研修機構）   
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就業率の将来推計（平成20年3月）  

＜無配偶女性、2030年＞  

45－49  50－54  55－59  60－64  65－69  15－19  20－24  25－29  30－34  35－39  40－44  

（年齢）  

（出典）労働力需給の推計（2008年3月、独立行政法人労働政策研究・研修機構）   
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雇用者比率の推移と見通し  

（男女計）  

1972   1982   1992  2002  2012  2022  2032  2042  2052  2062  2072  2082  2092  2102  

（年）  

（出典）2007年以前は、総務省「労働力調査」、以降は、年金局数理課作成  8   





厚生年金の被保険者数の見通しについて  

（推言十方法の概要）   

労働力需給推計などを用いて作成したフルタイム、短時間の別の雇用者数の見通しに対して、実   
態調査等のデータをもとに作成した厚生年金被保険者割合を乗じることにより、厚生年金の財   

政計算に用いる厚生年金被保険者の将来見通しを作成する。  

（具体的な推計方法）   

厚生年金被保険者 ＝（フルタイム雇用者数 × 厚生年金被保険者割合（フルタイム）  

＋ 短時間雇用者数 × 厚生年金被保険者割合（短時間））  
× 調整率  

※ 性・年齢別に計算を行う。  

※ 厚生年金被保険者割合（フルタイム、短時間）は、「平成15年就業形態の多様化に関する総合実態調査」  

（厚生労働省大臣官房統計情報部）の特別集計結果を用いて算出。   

ただし、調査客体数が少ないことから、性・年齢別に割合を算出することが困難なため、性・年齢合計の率と  
して、フルタイムは96．1％で固定。短時間は、労働力需給推計の「労働市場への参加が進む場合」で、2006年  
の20．3％から2030年の32．6％で推移することとする。  

※ 調整率は、性・年齢別の被保険者数が、平成19年度末厚生年金被保険者数（実績）に合致するように設定  
した率であり、将来にわたって一定とする。  
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最近のTFPの動向について  

○ 内閣府「日本経済の進路と戦略」参考試算（平成20年1月17日経済財政諮問会議提出）では、生産性（TFP）  
上昇率について、次の前提を置いている。   

・「成長ケース」：足元の0．9％程度（2000年度以降実績平均）から2011年度に1．5％程度まで上昇。   

・「リスクケース」：2009年度から2011年度にかけて、2000年度以降の平均（0．9％）程度に低下。  

○ 平成19年10月17日の経済財政諮問会議に提出された「中長期の社会保障の選択肢」試算では、生産性（TF  

P）上昇率について、「成長ケース」で年度平均1．1％程度、「制約ケース」で年度平均0．8％程度との前提を置い  

ている。   

○ 内閣府「平成19年度年次経済財政報告」（平成19年8月7日）の分析によると、  

暮 TFP（全要素生産性）の貢献分は1997年を底に増加傾向にある。   

・1990年代から2004年にかけてのTFPの伸びは、G7諸国の中で比較的高い伸びとなっているものの、アメ  
リカには及んでいない。  

【G7の生産性伸び率（第2－1－8図）より抜粋】   

雄TFP檀要素生産炉  

TFP摩要素生産性ノの伸びはアメ】J力に及んて」、ぢい   
主宰虻’り  

【GDPギャップの推計について（付注1－2）より抜粋】  

‡ミニ左三ト†音；∴′一一訂許繕㌣二∴’．∵∴、 言」箪ノソ‡圭や阿仁庵在符ノ、し～■し㌻▼ろナい∴∴イ▼一計r∴‡．  

ニトJごしに往古i‾引用号卜鳥十軒∵擁十掛字諸氏ヰ三∴1、けノ小い巨∴軒移一∴  

1、／二′rドP t主要素土壁√二仁ノ頂敵わ∴，、折半′；ノ庭，二増加郎1にキトろ   

腫√ l rj二・J二・M・、巨∴両性立軒∵∵斗隼  

（出典）内閣府「竹射9隼度年次経済財政報告」  11   I IJ11   仙■、・l り 1〉  叫    ■■ l  



JIPデータベースによる最近のTFPの動向の分析  

O RIETIのプロジ工クトで、日本の経済成長と産業構造変化を分析するための基礎資料である日本産業生産  

性データベース（JapanIndustrialProductivityDatabase、JIPデータベース）の改訂と更新が行われている。  

現時点で最新のものは、2005年までをカバーしたJIP2008。  

○ このデータベースに基づく分析結果の一橋大学の深尾教授と学習院大学の宮川教授からの報告によると、  

2000年以降の経済成長の最大の源泉はTFP上昇であったとされている。  

○ 具体的には、「マンアワー増加と労働の質上昇が減速、資本投入増加の寄与もそれ程回復しない中で、  

TFP上昇率は1％程度と堅調に推移している。TFP上昇は特に非製造業で目覚しく、1％強の伸び率となって  

むる⊥」とのことである。  

2 TFP上昇は回復しチニか1  

2000年以降、成長の最大の源泉はTFP上昇になった  

（出典）独立行政法人経済産業研究所（RIETl）第508回BrownBagLunchSeminar（2008年4月18日）  
「日本の生産性上昇率は回復したか：」】Pデータベース最新版による推計」  

（深尾京司（RIETし一橋大学）、宮川努（RIETI、学習院大学））  
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総貯蓄率と総投資率との関係  

○ 名目GDPに対する総貯蓄の比率である総貯蓄率と総投資率の動向を比較すると、   

おおむね同様の動きを示しており、直近では両指標とも上昇傾向にある。  

※ 総貯蓄率＝（貯蓄（純）＋固定資本減耗＋海外からの資本移転等（純））／名目GDP  

【総貯蓄率と総投資率との比較（過去実績）】  

国民経済計算  
総貯蓄率  総投資率  隼度  

十  十   芝／′こi二   

（10憶「1］二）  

昭和62（1987）   ：う59，509   29．6％   

63（1988）      34．2％   31．3％   
平城元（1989）      33．8％   32．39ら   

2（1990）      33．9％   33．2ワ′ら   

3（1991）      35．即ら   32．0りら   

4（1992）      33．1？′占   30．6％   

5（1993）      31．7qも   28．3％   

6（1994）      30．9【佑   28．3％   

7（1995）      29」j〔垢   28．5％   

8（1996）      29．8％   28．9t垢   

9（1997）      29．8％   28．0％   

10（1998）      27．7％   25．8年b   

11（1999）      26．2ワb   25．0％   

12（2000）      27．7tケ0   25．6％   

j3（2001）      25．8ワも   2Jノ1．1％   

卜］（2002）      24．4りb   23．0％   

Ⅰ5（200：j）      25．6％   23．0％   

16（200ノ1）      26．6％   23．2％   

17（2005）      26．1％   23．7％   
18（2006）  511，877  136，600  26．7％   24．1％   

過去5年平均（2002－2006）  25．9％   2：う．・′摘   

過去10年平均（1997－2006）  26．即ら   2L／i．5％   

過去15年平均（1992－2006）  28．1ワも   26．0％   

過去20年二、十り勾（1987－2006）  29．5qも   27．4％   

1971 1976 1981 1986 1991 1996  2001 2006  

（年度）  

川ミ）同民経済計算の1979年度以前は68SNA、   

1980隼度以降は93SNA 13   



民間貯蓄の推移  

名目GDP比、グロスベース  

35．（）  

30．0  

企業貯蓄  
2り．0「  

1（）．0  

5．（）  

（）（）  

L   

1955  196（）   1965  197（）  1975  1980  1985  1990  1995  2（）（）5  
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総投資率の設定  

○平成16年財政再計算では、緩やかな低下傾向にある過去の実績傾向を対数正規曲線により   

外挿して設定。  

○前回と同様の手法を用い、新たに判明した過去の実績を織り込んで対数正規曲線を見直すこと   

により外挿して設定した結果は、以下のとおり。  

【総投資率】  
総投資率  

（実績）  

29．6％  

30，6％  

28．0ワも  

25．Rワも  

25．0（施  

25．6％  

2′l．1〔？ら  

2ニう．0？も  

2こi．0％  

23．2サム  

23．7％  

24．1％  

昭和62（1987）  
平成／1（1992）  

9（1997）   

10（1998）   

ll（1999）   

12（2000）   

1こi（2001）   

1∠1（2002）   

15（2003）   

16（2004）   

17（2005）   

18（2006）   

（以卜‾設定値）   

19（2007）  

24（2012）  
∠り し∠Ulり  

34（202：2）  

39（2027）   

14（2032）  

49（20：i7）  

54（20′12）  

25．5∩ノ‡ト  

25．20ノら  

25．0りト  

24．8％  
21．5【l1  

1（  今車巾  
2：う．0（）℃  

22．0ワ℃  

∠1．∠∪′わ  

20．5？も  

19．9？b  

19．5％  

19．0％  

18．6％  

2′ト11‰  

2：う．5リも  

⊥二．ヽ∵  

22．3〔℃  

21．Hロム  

：二l．t  

21．Ouも  

20．70′〔  
197119761981198619911996 20012006 20112016 20212026 20312036 2041  

（年度）  

（注）国民経済計算の1979年度以前は68SNA、1980咋度以降は93SN∧ 
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配率、資本減耗率 （5．資本分 の設定〕  

○平成16年財政再計算では、資本分配率および資本減耗率については、過去10年間※の実績   

平均値で一定であるものとして、資本分配率は37．3％、資本減耗率は8．2％で一定と設定。  

※ 平成4（1992）～13（2001）年度の10年間。  

○ 過去10年間（平成9（1997）～18（2006）年度）の実績平均値で一定であるものとして、計算したとこ   

ろ、資本分配率は39．1％、資本減耗率は8．9％となった。  

【資本減禾毛率】  【資本分配率】  

197119761981198619911996 20012006 20112016  

（年度）  

16   
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（年度）  

（注）国上亡経済計算の197的三度以前は68SNA、1980年り空以降は93SNA 



GDP成長率と利潤率 6．単位労働時間あたり実質 の推計  

○ 全要素生産性の仮定（3通り）毎の試算結果は以下のとおりとなった。  

平成27（2015）～51（2039）   被用者年金  

実質経済成長率  単位労働時間あたり 実質経済成長率   被保険者1人あたり 実質賃金上昇率   利潤率   
年度の単純平均  

ケース1（TFP上昇率1．3％）   1．17 ％   1．98 ％   1．91 ％   10．3 ％   

ケース2（TFP上昇率1．0％）   0．77 ％   1．58 ％   1．51 ％   9．7 ％   

ケース3（TFP上昇率0．7％）   0．36 ％   1．17 ％   1．10 ％   9．1 ％   

（参考）平成16年財政再計算   0．69 ％   1．18 ％  6．5 ％   

※マンアワーベース労働投入量は「労働市場への参加が進むケース」。  
※平成16年財政再計算は基準ケース（TFPO．7％）であり、平成20（2008）～44（2032）年度平均値を示している。  

〔具体的な計算方法〕  

以下のようなSTEPで逐次的に毎年度の計算を行うことにより、単位労働時間あたり実質GDP成長率や利潤率を算出。   

STEPl   

資本成長率（×年度）＝総投資率（X－1年度）×GDP（X－1年度）÷資本ストック（X－1年度）一資本減耗率（X－1年度）  
STEP2   

実質GDP成長率（X年度）＝資本成長率（×年度）×資本分配率（X年度）  

＋（1－資本分配率（X年度））×総労働時間伸び率（X年度）＋TFP上昇率（X年度）  
STEP3   

資本ストック（×年度）＝資本ストック（×－1年度）×資本成長率（X年度）   

GDP（X年度）＝GDP（×－1年度）×実質GDP成長率（X年度）  

≡
」
 
 

囲
胞
門
閥
 
 

労働時間あたり実質GDP成長率（X年度）＝実質GDP成長率（X年度）一総労働時間伸び率（X年度）  

）＝資本分配率（X年度）×GDP（X年度）÷資本ストック（X年度）一資本減耗率（X年度）  度
 
 

年
 
 

儲
 
 

′
．
＼
 
 

率
 
 
 

被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率は、単位労働時間あたり実質GDP成長率から被用者年金被保険者の平均労働時間伸び率を加えて算出  
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単位労働時間あたり実質GDP成長率及び利潤率の推計  

（ケース1（TFP上昇率1．3％）の場合）  
総労働時間   全要素生産性   資本ストック  資本成長率  実質経済  労働時間あたり   

年度  t；；∃   
（平成18年度基準）  成憲   △者平均労働  

十   国   ③   斉〕   ⑤   ⑥  国   ⑧   細   珊   詑   

億時間、年度  10億円  10億円  

平成18 （2006）   1，213   1．00％  39．Mb   8．9qも  24．叩b  553，440  1，160，377   

－0．3？b  1．00％  39．1％   8．9qも  23．0％   563，507   1，190，584   2．即b   1．8％   2．15qq   9．即b   

20 （2008）  1．205  0．3％   1．00％  39．1％   8．9％  22．8％   572，392   1，214．181   2．αb   1．6㌔   1．90qb   9．5？b   －0．6Do   

21（2009）  1．201  0．4？b   1，00％  39．1％   8．9％  22．6％   580，988   1，236．429   1．8年b   1．5％   1．85？8   9．5？b   －0．6qo   

22 （2010）  1，196  －0．4りb   1．00％  39．1qb   8．9％  22．3％   589，297   1，257．414   1，7ウも   1．4％   1．81qb   9．4？b   －0．即0   

23 （2011）  1，191  －0．4qb   1，00％  39．1％   乱9％  22．2％   597，291   1，277．211   1．69b   1．4％   1．78？0   9．4？b   －0．即0   

24 （2012）  1，1∈；7  －0．4？b   1．30％  39．1％   8．9％  22．0％   607，018   1，295．884   1．5ウb   1＋6？J   2．03qb   9．4qb   －0．4？b   

25 （2013）  1，183  －0．3qb   1．30年b  39．1％   8．9％  21．8％   617，186   1，313．936   1．4？b   1．7ウb   1．95qb   9．5？b   －0．1q〇   

26 （2014）  1180  －0．3？b   1．30qb  39．1％   8．9％  21．6％   627，373   1．331，536   1．3？b   1．7ワb   1．93ワb   9．5％   －0．1ウb   

27 （2015）  1．176  －0．3ゃも   1．30％  39．1％   8．9％  21．5％   637，566   1，348，739   1．3qb   16㌔   1，92ワb   9．即b   0．lOb   

28 （2016）  1，173  －0．3？b   1．30％  39．1㌔   8．9％  21．3％   647，726   1，365，593   1．2％   1．即b   1．91ウb   9．6qb   0．1Do   

29 （2017）  1，169  －0．3㌔   1．30％  39．1％   8．9％  21，2％   657，851   1，382，131   1．2％   1．6qb   1．91？b   9．7qb   0．1？0   

30 （2018）  1，164  0．4㌔   1．30％  39．1㌔   8．9％  21．0％   667，742   1，398，383   1．2％   1．5％   1．92？b   9．8？b   0．1Do   

31（2019）  1，159  －0．4㌔   1．30㌔  39．1％   8．9％  20．9％   677，729   1，414，331   1．1％   1．5巧も   1．91qb   9．8？b   0．1qb   

32 （2020）  1，154  －0．4㌔   1．30％  39．1年b   8，9ワb  20．8％   687，679   1，430，030   1．1％   1．5㌔   1．90㌔   9．9？b   0．1？0   

33 （2021）  1，148  －0．5㌔   1．30％  39．1％   8，9％  20．6％   697．584   1，445，501   1．1ウb   1．40b   1．90？b   10．0？b   －0．1ひ0   

34 （2022）  1，143  －0．5？b   1．30ウb  39．19b   8，9％  20．5％   707，486   1，460，760   1，1ウb   1．4？b   1．90？b   10．ぴb   －0．1qq   

35 （2023）  1．137  －0．5？b   1．30巧も  39．1％   8．9？b  20．4％   717，365   1，475，830   1．ぴb   1．4％   1．90ウb   10．1qb   －0－1po   

36 （2024）  1．131  －0．5ウb   1．30％  39．1qb   8．9％  20．3％   727，240   1，490．727   1．0％   1，4ウb   1．90qb   10．2qb   －0．lOb   

37 （2025）  1．125  －0，5ウb   1．30巧も  39，1％   8．9％  20．2％   737，179   1，505．470   1．ぴも   1．4？b   1月9ウb   10．2qb   －0．1qo   

38 （2026）  1．119  －0．6qb   1．30％  39．1？b   8．9％  20．Oqら   746，927   1，520．089   1．ぴb   1．3？b   1．91qb   10．3ワb   －0．1？8   

39 （2027）  1．111  －0．7ウb   1．30％  39．1？b   8．9％  19．9年b   756，231   1．534，559   1．仇   1．2？b   1．95？b   10．4？b   01？b   

40 （2028）  1．103  0．7？b   1，30？b  39．1ワb   8．9％  19．8％   765，406   1．548．80∈主   0．9％   1．2qら   1．95qb   10．4qb   0．1qb   

41（2029）  1．094  －0．8？も   1，30りb  39．1ワb   8．9㌔  19．7％   774，51【‡   1．562．832   0．9％   1．2qも   1．95qb   10．5？b   0．1Do   

42 （2030）  1．085  －0．9？b   1．30％  39．1％   8．9㌔  19．6％   783，181   1．576，644   0，9㌔   1．1qb   1．98qb   10．5？b   0．1qo   

43 （2031）  1，072  －1．2ワb   1．30％  39．1％   8．9％  19．6％   790，387   1．590．175   0．9㌔   0．9㌔   2．09％   10．5㌔   0．Oqb   

44 （2032）  1．059  －1．2qb   1．30％  39．1％   8．9％  19．5％   79了，354   1．603，171   0．8ウb   0．9㌔   2．09年b   10．5年b   0．Oqo   

45 （2033）  1．046  －1．2qも   1．30年b  39．1㌔   8．9ウb  19．4％   804，082   1，615，638   0．即b   0．8？b   2．09qb   10．即b   0．Oq〇   

46 （2034）  1，032  －1．3ウら   1．30qb  39．1％   8．9％  19．3％   810．547   1，627．582   0．7％   0．8qb   2．09ウb   10．即b   0．0？b   

47 （2035）  1，019  －1．3qb   1．30㌔  39．1㌔   8．9ウb  19．2％   816．744   1，639，006   0．7％   0．即b   2．09qb   10．6qb   0．Oqo   

48 （2036）  1．005  －1．4？b   1．30％  39．1㌔   8．9ワb  19，1ウb   822，719   1，649，910   0．7ワb   0．7ウb   2．09qb   10．即b   0．0？b   

49 （2037）   991  －1．4㌔   1．30㌔  39．1％   8．9％  19，0％   828．493   1，660，304   0．即も   0．7？b   2．09？b   10．6qb   0．0ワb   

50 （2038）   977  －1．4㌔   1．30％  39．1％   8．9％  19．0％   834．034   1，670，201   0．6％   0．7？b   2．09ウb   10．6qら   0．0ウb   

51（2039）   963  l －1．4㌔   1．30％  1  39．1ウb   8．9ウb  1 1∈i．9？も   839，368   1，679，608   0．6％   0．即ら   2．09？b   10．6ゃゎ   ∩／ヽ0′ ＼ノ．＼ノ′O 

前年度の（デ  前年度の（萱 前年度の  4こ×て二・／せ   

推計方法         ×（1＋当年唐の而））  二・ ×（1＋当年度の（自ニト）    （㈲×：ラニノ／膚－：5二一）  （3：卜＋：4こト×（9：・ ＋（1一（dニー）×：乏：－  ⑩－②   一息  

平成27（2015）～51（2039）年度平均  

被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率冊←⑬）t  19周  

※ 推計結果は幅をもって解釈する必要がある。   
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単位労働時間あたり実質GDP成長率及び利潤率の推計  

（ケース2（TFP上昇率1．0％）の場合）  
総労働時間   全要素生産性  資本ストック  資本成長率  実質経済  労働時間あたり  利潤率  被用者年金被保  

年度  l；；；∃   （平成18年度基準）  成長率  者…・労働  

＋十   同   （貧   耳）   （軒   ㈲  国   ⑥   雁   珊   絶   時間伸び率骨   

億時間、年度  10億円  10億円  

平成18 （2006）   1，213   1．00％  39．1ワb   8，9ウb  24．1％  553，440  1，160，377   

－0．3ウb  1．00？b  39．1％   8．9？b  23．仇   563，507   1．190，584   2．6％   1．8％   2．15年b   9．即b   

20 （2008）  1，205  －0．3ウb   1．00％  39．叩b   8．9？b  22．8％   572，392   1，214，181   2．0％   1．6？b   1．90？b   9．即も   －0．6ひb   

21（2009）  1，201  0．4ウb   1．00％  39，1％   8．9％  22．6％   580．988   1，236，429   1．8％   1．5qb   1．85㌔   9．5ワも   －0．6ひ0   

22 （2010）  1，196  －0．4ウb   1．00％  39．1％   8．9％  22．3％   589．297   1，257，414   1．7％   1．4㌔   1．81ウb   9．4ワb   －0．6qo   

23 （2011）   1．191  －0．4？も   1．00巧も  39．1ワb   8．9巧も  22．2％   597，291   1，277，211   1．6％   1．4％   1．78％   9．4ワb   －0．6qo   

24 （2012）  1，187  －0．4％   1．00％  39．1％   8．9％  22．（池   605，226   1，295，884   1，5％   1．3qb   1．73？b   9．4？b   －0．4ワら   

25 （2013）  1，183  －0．3？b   1．00％  39．1％   8．9％  21，8％   613，477   1，313，543   1．4？b   1．4％   1．64？も   9．4？b   －0．1ウも   

26 （2014）  1180  －0．3ウb   1，00年b  39．1ウb   8．9？ら  21．6％   621．621   1，330，369   1．3％   1．3qb   1．6吊ら   9．4？b   －0．1qo   

27 （2015）  1，176  －0．3％   1，00ウb  39．1％   8．9％  21．5％   629，650   1，346，432   1．2％   1，3％   1．59qb   9．4qb   －0．1？b   

28 （2016）  1．173  －0．3年b   1．00％  39．1？b   8．9％  21．3％   637，528   1，361．791   1．1？b   1．3㌔   1．57qb   9．4qb   －0．1ワb   

29 （201了）  1，169  －0，3qb   1．00％  39．1％   8，9％  21．2％   645．253   1，376，494   1．1％   1．2ウb   1．5即b   9．4qb   0．1qo   

30 （2018）  1．164  －0．4ウb   1．00％  39．1％   8．9％  21．0％   652，634   1，390，580   1．0％   1．1ウb   1，5即b   9．5qb   －0．1ロb   

31（2019）  1，159  －0．4ウb   1．00％  39．1％   8．9㌔  20．9％   659，999   1，404，046   1．0％   1．1？b   1．54年b   9．5？0   －0．1？b   

32 （2020）  1，154  －0．4ウb   1．00％  39，1％   8．9％  20．8％   667，216   1，416，957   0．9％   1．1？b   1，53ワb   9．5％   ¶0．1Db   

33 （2021）  1，148  －0．5？b   1．00ワb  39，1％   8．9％  20．6％   674，283   1．429，344   0．9％   1．1ワb   1．52？ら   9．5？b   0．1qb   

34 （2022）  1．143  －0．5？b   1．00qb  39．1巧も   8．9㌔  20．5％   681，241   1．441，234   0．8％   1．0ワら   1．51ワb   9．即b   －0．lOo   

35 （2023）  1，137  0．5？b   1．00％  39．1％   8．9％  20．4％   688，074   1．452，660   0．8％   十0？b   1．51？b   9．即b   0．lOb   

36 （2024）  1，131  －0．5？b   1．00巧も  39．1？b   臥9％  20．3％   694，801   1．463．648   0．8％   1．Oqb   1．50？b   9．7qb   －0．1α0   

37 （2025）  1．125  －0．5？b   1．00？ら  39．‖b   8．9％  20．2％   701，489   1．474，225   0．7％   1．O巧も   1．49？b   9．7qb   0，1qo   

38 （2026）  1．119  －0．即も   1．00qb  39．1？b   8．9％  20．仇   707，896   1．484．430   0．7％   0．9qら   1．50㌔   9．7ウb   0，1Db   

39 （2027）  1，111  －0．7qb   1．00？b  39．1％   8．99ら  19．9％   713，786   1．494，248   0．7％   0．8㌔   1．53？b   9．8ウb   －0．1？b   

40 （2028）  1．103  －0．7qら   1．00％  39．1％   8．9ウb  19．8％   719，463   1，503，619   0．即b   0．8％   1．53qb   9．8qb   －0．lOb   

41（2029）  1．094  －0，鍋   1．00％  39．1％   8．9ワb  19．7㌔   724，994   1，512，550   0．6％   0．8㌔   1．53ワb   9．8qb   －0．1？b   

42 （2030）  1．085  －0．9？b   1．00qb  39．1Db   8．9？b  19．6％   730，017   1，521，059   0．6％   0．7ウb   1．56qb   9．9q8   －0．1ワb   

43 （2031）  1．072  －1．2％   1．00％  39．1％   8．9％  19．6％   733，602   1，529，094   0．5％   0．5㌔   1，67？b   9．9？b   0．00b   

44 （2032）  1．059  －1．2？b   1．00㌔  39．1㌔   8．9？b  19．5％   736．898   1，536，424   0．5％   0．4％   1．6即b   9，9Db   0．ODb   

45 （2033）  1．046  1．2qb   1．00％  39．1㌔   8．9ワb  19．4％   739β11   1，543，068   0，4qb   0．4？b   1．6即b   9．8㌔   0．Oqo   

46 （2034）  1．032  1．3Db   1．00％  39．1㌔   8．9％  19．3？b   742．622   1，549，043   0，4？も   0．4？b   1．6即b   9月qo   0．08b   

47 （2035）  1．019  －1．3qb   1，00㌔  39．1㌔   8，9巧も  19．2％   745，030   1，554，360   0．3りb   0，3％   1．65？b   9．8？0   0．0？ロ   

48 （2036）  1．005  －1．4㌔   1，00㌔  39．1㌔   8．9％  19，1％   747，183   1，559．032   0．3ウb   0．3％   1．65qb   9．8？b   0．0りc   

49 （2037）   991  －1．4㌔   1，00㌔  39．1％   8．9qも  19．0％   749，103   1，563，078   0．3％   0．3qb   1．64qb   9．8ウb   0．0ワb   

50 （2038）   977  －1．4㌔   1．00㌔  39．1？も   8．9qも  19．0％   750，765   1，566，520   0．2？b   0，2ウb   1．64qも   9．即b   0．Oqb   

51（2039）   963  －1．4q〇   1．00％  39．1％   8，9％  1∈茎．9％   752T195   1了5697374   0．2％   0，2ワb   1．64qb   9．即b   0．Oqo   

前年度の（ア 前年度の⑧  小×：7こ・／′8 

推計方法        ニト ×（1＋当年度の（1旺ゝ）   ×（1＋当年度の（う二・）   前年度の （こ6：・×：7レ／恩－こ5二）  〔3ト巨4二×：9こ・ ＋（1－（4二：×②  ⑬一昔   －、5 

平成27（2015）～51（2039）年度平均  

被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率（⑪＋⑯）  1．51D。  

※ 推計結果は幅をもって解釈する必要がある。   

19  


